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本書の特徴

・１９６０年代より継続して刊行

・各国の原子力事業者、原子力機関、

関係当局へのアンケート調査に

基づき集計

・グロス電気出力３万ｋW以上の

発電炉を対象

・２００９年1月1日現在のデータを取り

まとめ（※日本は3月31日現在）

・英国での新規建設計画を中心に主

要国の動きを特集
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世界の原子力発電設備容量、約180万ｋW減、
拡大に向けた胎動期に

・世界で運転中の原子炉 ４３２基・３億９，０４４.４万ｋW

・新たに営業運転を開始した原子炉はなし

・３基・１８２万ｋWが閉鎖

２００８年の特徴：
・脱原発国が政策の転換を発表（スウェーデン、イタリア）
・英国、米国、中国で新規建設計画が進展
・フィンランド、スイスで新規建設プロジェクトの申請
・原子力利用拡大に向けた胎動期に
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スウェーデンとイタリア、
原子力推進に向け政策の転換を発表

・中道右派政権の成立

・「地球温暖化防止」と「長期的に持続可能なエネルギー供給」

の両立目指した判断

スウェーデン ：脱原子力政策の撤廃

既存原子炉の運転継続

順次、リプレースへ

イ タ リ ア ：現政権期間内（2013年）の新規着工目指す

独立の安全規制機関設立のため法案審議開始

EPR建設のためのFS実施で仏電力と覚書
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世界で新たに、９基・889.8万ｋWが着工

・米国 ワッツバー２号機（建設再開）

(PWR、120万ｋW)

・日本 大間原子力（ABWR、138.3万ｋW)

・スロバキア モホフチェ３号機、４号機（建設再開）

（各VVER、44万ｋW×２基)

・中国 寧徳１号機、２号機、福清１号機、

陽江１号機、方家山１号機（秦山-Ⅰ拡張）

（各PWR、100万ｋW×５基）
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中国の新しい
原子力発電所サイト

・寧徳サイト（福建省）

CPR1000型炉（100万ｋW

級PWR）×2基

・福清サイト（福建省）

CPR1000型炉×2基

・方家山サイト（浙江省）

秦山-Ⅰの拡張工事

CPR1000型炉×2基

・陽江サイト（広東省）

CPR1000型炉×6基
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世界で新たに16基・1891.2万ｋWが計画入り

・米国 ボーグル３、４号機（AP1000)、

V・Cサマー２、３号機（AP1000)、

レビィ・カウンティ１、２号機（AP1000)、

サウステキサスプロジェクト３、４号機（ABWR)

(30数年ぶりの新規発注）

・中国 福清２号機（PWR)、方家山2号機（PWR)、

陽江３～６号機（PWR)

・日本 川内３号機（APWR)、浜岡６号機（ABWR)
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英国の新規原子炉建設計画の進展状況①

・2008年1月 英国政府が新エネルギー政策に
基づき、原子力政策白書を発表。

（２つの長期課題：①気候変動への取り組み

②エネルギー供給の信頼性確保）
・主要方針：①既存原子炉のリプレース建設

②民間事業者による原子炉建設プロジェクト
実施のための法的枠組みなど環境整備

・2008年09月 エネルギー気候変動省（DECC)を創設
DECC内に原子力開発室（OND)を設置
原子力開発フォーラム（NDF)を創設（ONDへの助言組織）

・2008年11月 エネルギー法2008を施行

（事業者による放射性廃棄物管理・処分、廃止措置

のための基金の積み立て明記）
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英国の新規原子炉建設計画の進展状況②
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英国の新規原子炉建設計画の進展状況③

・戦略的サイト評価（SSA)

2008年08月：候補サイト選定評価プロセスと選定基準

の案文公表（～11月まで公開諮問）

2009年1～3月：事業者による候補サイト指名登録

・包括的設計審査（GDA)

2008年3月：4設計についてフェーズⅠ審査終了

（AECL製ACR1000、仏アレバ製EPR、

GE日立製ESBWR、ウェスチングハウス社製AP1000）

４月：ACR1000が審査を離脱

６月：3設計についてフェーズⅡ審査開始

9月：ESBWRが審査を離脱
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英国の新規原子炉建設計画の進展状況④

・放射線利用の正当化

（国際放射線防護委（ICRP)勧告にもとづき、EU指令で加盟国

に義務付けられている手続き。「新たな種類と形式の放射線

利用」導入のメリットを証明する。）

2008年03月～手続き開始

06月 英原子力産業協会が代表して申請書提出

12月～公開諮問

2009年４月以降 担当相が正当性評価を裁定

・廃棄物と廃止措置の財源確保
（事業者が建設計画の第一歩から浄化に至るまで財源を確保

できるよう法整備する。）

2008年2月～5月 経費調達に関する事業者向けガイダンスの公開諮問

9月 一般からのコメントに対して政府の対応を公表

2009年春 処分場建設コストの分担、使用済み燃料処分の単価設定などに

関する協議文書を公開諮問へ
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英国の原子力市場を巡る産業界の動き

新規受注を狙い、欧州の事業者が準備

・仏電力（EDF）、ﾌﾞﾘﾃｨｯｼｭ･ｴﾅｼﾞｰ（BE）社を買収。

（2地点でEPR×2基、合計4基の建設を計画）

・独E・ON社とRWE社、600万ｋWの建設見込み合弁。

・ｲﾍﾞﾙﾄﾞﾛｰﾗ社（ｽﾍﾟｲﾝ）、GDFｽｴｽﾞ社、ｽｺﾃｨｯｼｭ･ｻｻﾞﾝ社

（SSE）が合弁して建設用地買収手続きに参加。

・仏アレバ社が英国法人設立、ﾛｰﾙｽﾛｲｽ社等と提携。

・ウェスチングハウス社がBAEｼｽﾃﾑ社等と供給ﾁｪｰﾝ構築。
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米国の新規原子炉建設計画①

・2008年初頭からワッツバー2号機の建設再開。

・2009年1月9日現在、

17件・26基分の建設・運転一括認可（COL)申請済。

・このうち4件・8基分でｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ・資機材調達・建設（EPC)契約
締結。（30数年ぶりの新規発注）

・早期立地認可（ESP)、07年以降、3件のまま増加せず

（2009年後半にボーグル・サイトに交付の見通し）
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米国の新規原子炉建設計画②

米国の新規原子炉建設計画②
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米印原子力協定調印後のインド市場

・2008年08月 IAEA理事会がインドの保障措置協定案を承認

09月 原子力供給国グループ（NSG）がインドを「特例」

扱いとし、原子炉や燃料の輸出規制解除

仏国、民生用原子力協力に関する二国間協定署名

10月 米国、原子力協力協定に署名

12月 ロシア首相が訪印、印へのVVER増設で新協定締結

仏アレバ社、原子炉燃料供給で印原子力省と契約

・2009年01月 ｳｴｽﾁﾝｸﾞﾊｳｽ社、AP1000技術協力で印企業と覚書

米国の原子力産業代表団が訪印

加AECL、ACR1000の開発協力で印企業と覚書

02月 仏アレバ社、印へのEPR2基供給で印公社と覚書
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カナダの新規原子炉建設計画

オンタリオ州の３地点でサイト準備認可（SPL)審査、進展中

・ブルース・サイト（4基・400万ｋW）ブルース・パワー（ＢＰ）社

2008年9月、環境影響声明書（EIS)を政府に提出。

パブ・コメ募集期間が延長､2010年にSPL取得へ

・ダーリントン・サイト（2基)オンタリオ・パワー・ジェネレーション社
仏アレバ社製EPR、加AECL製ACR1000、GE日立製ESBWR、

ｳｴｽﾁﾝｸﾞﾊｳｽ社製AP1000の中から選定中

（※2008年4月、ESBWRが審査から離脱）

2008年9月、EISのガイドライン案文をパブ・コメ中

・ナンティコック新設計画（2基・220万～320万ｋW)BP・エリー社
2008年10月、SPLを安全委に申請
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フィンランドで3件、スイスで2件、包括申請

フィンランドで6基目の原子炉建設を3社が申請
・2008年4月、TVOがオルキルオト4号機増設で原則決定（DIP)

申請（100万～180万ｋW)

・2008年10月、フェンノボイマ社が新規3候補地でEIA提出。
09年1月にDIP申請（150万～250万ｋW)

・2008年4月、フォータム社がロビーサ3号機増設でEIAの結果を
公表、2009年2月にDIP申請（100万～180万ｋW)

スイスでリプレース2件が申請
・2008年6月、ニーダーアトム社がゲスゲン発電所隣接地に新設で

包括的申請（110万～160万ｋWの軽水炉）

・2008年12月、AXPOグループらがベツナウ、ミューレベルク両発電所
３基分のリプレースとして２基（各160万ｋW）の建設を包括申請
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原子力導入計画を進めている国々

イラン、ベトナム、ＵＡＥ、ヨルダン

・イラン：ブシェール原発、09年中に臨界へ
起動前準備が進行中。09年第２四半期に臨界予定。

・ベトナム：建設計画の投資報告書を国会上程へ
2020年までに初号機運開目指す。ニン・トゥアン省の２地点それぞれ
に100万ｋＷ級×2基、合計4基・400万ｋＷを計画。

・ＵＡＥ：08年に原子力開発方針を公表
2017年までに400万～550万ｋＷ導入。濃縮・再処理は実施せず。
原子力事業会社（ＥＮＥＣ）を立ち上げ。09年1月に米国と原子力協
定調印。日本政府とは支援協力で合意。

・ヨルダン：国内のウラン資源で導入目指す
7年以内に初号機実現、2040年までに電力需要の3割供給へ。

ＦＳを実施中。仏アレバと国内ウラン資源探査でＪＶ設立覚書。


